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１． 平成 27 年 6 月期の業績（平成 26 年 7 月 1 日〜平成 27 年 6 月 30 日） 

 （注）  1．本決算短信の数値は、未監査です。 
      2．百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 (1) 経営成績 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
27 年 6 月期 
26 年 6 月期 

1,391 百万円（15.7％） 
1,202 百万円（13.9％） 

91 百万円（ 43.6％） 
63 百万円（ 14.5％） 

62 百万円（  80.4％） 
34 百万円（  31.7％） 

34 百万円（ 133.1％） 
14 百万円（△21.1％） 

 
 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜 在 株 式 調 整 後 
1 株 当 た り 当 期 純 利 益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

27 年 6 月期 
26 年 6 月期 

5,707 円  34 銭 
2,390 円  95 銭 

－円  －銭 
－円  －銭  

14.3％ 
5.9％ 

3.9％ 
2.3％ 

4.5％ 
2.9％ 

(注) 1．期中平均株式数  27 年 6 月期 6,068 株    26 年 6 月期 6,214 株 
2．会計処理の方法の変更 無 

  3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 
4．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(2) 財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 
27 年 6 月期 
26 年 6 月期 

1,559 百万円 
1,607 百万円 

229 百万円 
256 百万円 

14.7％ 
15.9％ 

41,103 円  66 銭 
41,247円  22銭 

(注)1．期末発行済株式数（自己株式を含む）     27 年 6 月期 6,245 株    26 年 6 月期 6,245 株 
    期末自己株式数                27 年 6 月期  656 株         26 年 6 月期  31 株 
(3) キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

27 年 6 月期 
26 年 6 月期 

181 百万円 
105 百万円 

△56 百万円 
△218 百万円 

△120 百万円 
109 百万円 

151 百万円 
147 百万円 

 
２．平成 28 年 6 月期の業績予想（平成 27 年 7 月 1 日～平成 28 年 6 月 30 日） 

1 株当たり年間配当金(円)  売 上 高 経常利益 当期純利益 
第 1四半期 中間期末 第3四半期 期 末 年 間 

通  期 1,534 百万円 73 百万円 32 百万円 － － － 1,000 1,000 
 (参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  5,725.円 53 銭 

上記に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を含んでおります。
実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
 

３．配当状況 
 1 株当たり配当金（千円） 
 第 1 四半期 中間期末 第 3 四半期 期末 その他 年間 

配当金 
総額(千円) 

配 当 性
向(％) 

純資産 
配当率(％) 

26 年 6 月期 － － － 1 － 1 6,214 41.8 2.5 
27 年 6 月期(予定) － － － 1 － 1 5,589 16.1 2.3 
28 年 6 月期(予想) － － － 1 － 1 5,589 

 
４.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレ－ト・ガバナンスが重要な課題であると認識しております。そのため、
経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、利害関係者の意思や利益を適切に反映し株主から信頼される経営を目指しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
当社の取締役は、平成 27 年 6 月末現在 3 名で構成し、会社法で定められた取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法
令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務遂行の状況を逐次監督しております。また、情報開示体制につ
いては、監査法人の指導を、随時受けながら、経営情報の迅速な開示を目的として、株主及び投資家に対して決算デ－タ等の情報開示
に努めております。 
 

５．反社会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 
(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で組織的に対応しております。 
(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、反社会的勢力排除に向け社員に対する啓蒙活動を強化するとともに、一切の利益供与の禁止を宣言し、不当請求などの事案ご
とに関係部署と協議をするなど社内の連絡体制を整備しております。 

以上 


